

aはじめにs
令和５年分給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書の作成に当たっては、本書及び記載例を参考に、記載及び添付書類に漏れのないよう留意してください。
なお、過去に税務署による住宅借入金等特別控除に係る税務調査により、多額の追徴税等が発生した事例もありますので、十分確認の上、作成してください。

※　申告書の右上に「所属名・所属コード・職員番号」を必ず記入してください。

※　申告書及び年末残高証明書は必ず原本を提出してください。
※　添付書類は申告書の裏面には貼らず、各種証明書等貼付用紙に貼付してください。

　　（添付書類がＡ４サイズの場合は、そのまま申告書に添付してください。）

※　年末残高等証明書に「切り離さずにそのままご提出ください」等の注意書きがある場合は、必要なページを切り離さずに提出してください。

※　「平成35年分　給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書」の「平成35年分」部分については、「令和５年分」に修正する必要はありません。
１　居住要件の確認 
控除の適用を受けるためには、次の居住要件のいずれかに該当する必要があります。
１　『住宅の所有者が、本年12月31日まで引き続き居住していること』
２　『住宅の所有者が、転勤等により、配偶者、扶養親族その他生計を同一にする親族※と日常生活を共にしない場合において、その住宅にこれらの親族が入居し、その後も引き続き居住すること』
住宅の所有者は確定申告時から控除適用住宅に居住し続けていることが基本であるため、本来ならば、別紙１のとおり申告書右上に記載する本年12月31日現在の「あなたの住所」と申告書下段に「印字されている住所」（確定申告時の住所）は控除適用住宅の住所と一致します。
しかし、例外として住居表示変更や転勤等の理由により一致しないことがあるため、その場合は別紙２の例に従い申告書の余白に控除対象住宅の住所等を朱書きしてください。
特に、控除を受ける本人が控除適用住宅に居住していないために一致しない場合は、居住要件の２に該当するか確認する必要がありますので、記載漏れの無いよう留意してください。
※生計を一にする親族について
　生計を一にする親族とは、同一の家屋で起居していない場合、勤務、修学等の余暇にはほかの親族のもとで起居を共にしていたり、これらの親族間において常に生活費、学資金、療養費等の送金が行われている親族が該当します。
２　借換えした住宅ローンの償還期間の確認 
借換えとは、住宅の取得等に当たって借り入れた住宅ローン等を金利の低い住宅ローン等に借り換えることで、控除の適用を受けるためには、新しい住宅ローンが10年以上の償還期間であることが必要です。
ついては、 新しい住宅ローンの「年末残高等証明書」にある「償還期間」欄により確認してください。
注１　借換えした場合の住宅借入金等の年末残高については、計算方法がありますので必ず記載例等を確認してください。
注２　バリアフリー改修工事等及び省エネ改修工事等については、償還期間が別に定められているので留意してください。
３　申告内容の確認 
　　申告内容は「連帯債務」、「借換え」の有無により異なります。
次のフローチャートに従い、該当する「記載例」を参考として、申告書を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連帯債務ですか
　　　　　　　　　　　　　□ いいえ　　　　　　　　　　　　　□ はい
借換えしましたか　　　　　　　 　 　　　借換えしましたか
　　　　　　　　　　□ いいえ　　　　　□ はい　　　    　　□ いいえ 　　　　　□ はい
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４　よくある誤りの例　
	項目
	誤　り　の　内　容

	借換え
	新住宅ローンに変更した直前の旧住宅ローンの残高が分かる書類（旧住宅ローンの利息計算書等）の添付漏れ。

	
	年末に借換えした場合で、旧住宅ローンの年末残高等証明書が添付されている。

正しくは、新住宅ローンの年末残高等証明書及び旧住宅ローンの残高が分かる書類を添付することとなる。

	連帯
債務
	連帯債務の負担割合を、自己の判断により変更している。

正しくは、確定申告の際に提出した「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」に記入した割合となる。
（誤りの例）【確定申告】申告者：相手方＝５：５　⇒ 【本年の申告】申告者：相手方＝９：１

	限度額
を超え
る申告
	「住宅借入金等特別控除額の計算の基礎となる借入金等の年末残高」について、最高限度額を超えた金額による申告。
（誤りの例）申告書に「最高2,000万円」とあるが、「2,500万円」の申告をしている。


※　記載内容が誤っているため、当職において年末調整の処理ができない場合は、申告書を返却しますので、申告者が税務署で確定申告してください。
５　年末調整できない例 
次の内容については、当職において年末調整の処理ができないことから、申告者が税務署で確定申告してください。
	項目
	内　　　　　容

	証明額を
超える申告
	申告書中段にある「住宅借入金等特別控除額」が、申告書下段にある「住宅借入金等特別控除額」を超える。（①離婚等により、連帯債務から単独債務に変更があった場合、②住宅取得後、増改築を行った場合等は、改めて確定申告が必要です。）



一般的な事例の説明です。不明な点がある場合は、地区担当者に照会してください。





住宅借入金等特別控除に係る基本的な事項については、税務署から申告書送付時に同封された「年末調整で住宅借入金等特別控除を受ける方へ」に記載されていますので、必ず確認してください。












